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【研究要旨】 

医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、
その地域で人生の最期を迎えることができる環境を整備していくことは喫緊の課題である。その
ため、在宅での看取りも含めて対応できる地域包括ケアシステムの構築が推進されているもの
の、介護者の負担の問題、急変時対応に対する不安などが理由で、在宅での看取りを希望す
る者でさえ、必ずしもその希望を叶えられる状況にはないと指摘されている。 

患者の希望に添った看取りを実現するためには、在宅での終末期医療・介護提供体制や提
供状況に関する実態を地域毎で把握し、関係者間で課題・阻害要因を共有し、対策を検討す
るといったマネジメント展開が必要となるが、現時点では、実態把握のための手法すら確立でき
ていない状況にある。 

そこで、本研究では、在宅看取りの実態を把握するための手法を開発するとともに、死亡診
断書に基づく現行の統計管理ならびに運用上の課題の抽出と改善策の提言を行うことを目的
とする。 
初年度は、①在宅看取りの実態把握に関する先行研究調査、②厚生労働省が公表した

「在宅医療にかかる地域別データ」の分析、③在宅療養支援診療所及び病院における看
取りの実態に関するデータ（厚生局報告分）の収集及びデータベース（以下、DB）化、
④横浜市の死亡診断小票のデータ分析、⑤死亡診断書の記載および運用上の課題に関す
る臨床家へのヒアリングを行った。 

その結果、 
１）自宅死亡割合を被説明変数とした回帰分析を行った結果、自宅死亡割合の促進要因は

「看取りを実施する診療所数」、阻害要因は「療養病床数」が抽出された 
2）横浜市における 2015 年時点の“死亡者数に占める死亡診断書発行割合”は、「病院」

89.5％に対し、「自宅」は 51.8％であった（約半数は死体検案死であった） 
３）死亡診断書に記載された死亡場所種別と実際の死亡場所を比較した結果、病院や診療所

の一致率はほぼ 100％であるのに対し、介護老人保健施設（以下、老健）の場合は約 7 割と
低かった（約 14％は有料老人ホームと誤認識されていた） 

４）先行研究を検証した結果、①患者の意思に即した救急搬送体制の整備、②患者特性（悪
性腫瘍の患者、非がんの ADL 低下者など）、③患者・家族の在宅看取りに対する意向・要
望、④訪問看護ステーションなどの整備状況などが在宅看取りに影響する 

などがわかった。 
平成 29 年度（最終年度）は、在宅看取りの実態（実施状況、在宅看取りに至るプロセス）を

把握するための手法の整理（既存データの活用／新規調査方法の開発）を行うともに、在宅医
療の整備を担う市町村を支援するため、在宅医療・看取りに関する市町村データベース（DB）
の整備を図る。また、死亡診断書に関する諸課題（書式、記載方法、DB 化など）について、臨
床家・法医学・医事法学等の関係者による課題整理を行うとともに、対策の提案を行うこととす
る。 
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A. 目的 
 患者の希望に添った看取りを実現するため

には、在宅での終末期医療・介護提供体制や

提供状況に関する実態を地域毎で把握し、関

係者間で課題・阻害要因を共有し、対策を検

討するといったマネジメント展開が必要となる

が、現時点では、実態把握のための手法すら

確立できていない状況にある。 

そこで、本研究では、在宅看取りの実態を

把握するための手法を開発するとともに、死亡

診断書に基づく現行の統計管理／運用上の

課題の抽出と改善策の提言を行うこととする。 

 

B. 方法 
（Ⅰ.先行研究調査） 

 在宅看取りに焦点を合わせた形で既報論文

を確認し、そこに考察を加えた。 

 

（Ⅱ. 既存データ分析） 

1. 「在宅医療に関する地域別データ」の分析 
 厚生労働省が公表した「在宅医療に関す

る地域別データ集」のデータをもとに、市

区町村間で観察される自宅死亡割合への影

響要因（促進要因、阻害要因）に関する検

討を行った。なお、統計手法には、自宅死

亡割合（対数オッズ比）を被説明変数とし

た回帰分析を用いた。また、これら要因が

人口規模の影響を受けるか否かについても

検証を行った（地域差分析として）。 
2. 人口動態調査死亡小票分析 
1) 死亡者に占める死亡診断書割合の分析 
…厚生労働省から入手した横浜市の人口動

態死亡小票の記載内容（死因の種類、診

断書を発行した医師の氏名、備考欄の自

由記載の 3 項目）から、死亡診断書／検案

書のいずれの発行による死亡かを推定す

る方法を開発した。その上で、同ロジックを

用いて、全死亡に占める死亡診断書の発

行割合を算出し、その経年変化を分析し

た。 

 

2) 死亡場所の記載の妥当性検証 

…厚生労働省から入手した横浜市の人口動

態死亡小票のうち、2014 年または 2015 年

の死亡者で、横浜市内に住所があった

60,626 人分の小票を抽出した上で、同票

に記載されている死亡場所種別欄と、実際

の死亡場所名称欄から推定される死亡場

所を比較検証した。 
3. 人口動態統計データ分析 
厚生労働省『人口動態統計』における「死

亡の場所」をキー変数に、在宅死亡者の特

性を分析した。 

4. 厚生局「在宅療養支援診療所等に係る報

告書（7 月調査）」のデータベース化 
全国の厚生局に対し、「在宅療養支援診療

所・在宅療養支援病院に係る報告書（7 月

調査）」の情報開示請求を行い、入手した

pdf 資料をデータ入力し、データベースを

作成した。 
 

（Ⅲ. 死亡診断書の運用等に関する課題の 

抽出） 

臨床家や研究者を対象に、死亡診断書に

関する諸課題（書式、記載方法、DB 化など）

に関するヒアリングを行った。 
 
C. 結果 
（Ⅰ.先行研究調査） 

1) DNAR 意思表示のある終末期がん患者が

臨死の際に救急車要請となってしまうとい

った現場レベルの問題が指摘されている。

DNAR に対する社会的整備がまだ未確立

であることも、在宅看取りを阻害している 1
つの要因として挙げられていた。 

2) 在宅看取りになりやすい患者特性上の特

徴として、①がん患者であること、②非がん

患者でも ADL 低下が顕著であることなどが

指摘されていた。終末期と認識しやすい状

態の場合に在宅看取りが選択されやすい

可能性が示唆された。 
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3) 患者が亡くなることを希望する場所と実際

に亡くなる場所との関係に家族の希望が影

響することが示唆されていた。 
4) 家族介護者にとって、在宅看取りが「より有

意義な体験」であったと思うためには、①家

族介護者の人数を最小限とすること、②サ

ポートのマンパワーの継続性を保証するこ

と、③ケアに関する情報などを最大限強化

することが重要であることが示されていた。 

 

（Ⅱ. 既存データ分析） 

1. 「在宅医療に関する地域別データ」の分析 
1) 看取りを実施する診療所数（対高齢者人口）

が多い市区町村ほど、自宅死亡割合が高

くなる結果が示された。なお、この結果は、

都市規模別（大都市、中都市 1、中都市 2、

小都市、町村）分析でも、同じ結果であっ

た。 
2) 療養病床数（対高齢者人口）が多い市区

町村ほど、自宅死亡割合が低くなる結果が

示された。 
3) 医療・介護提供体制が死亡場所に与える

影響については、都市規模によって異なる

可能性も示唆された。 
 
2. 人口動態調査死亡小票分析 
1) 死亡者に占める死亡診断書割合の分析 
(1) 横浜市に現住所があった死亡者のうち、

病院での死亡者の割合は、2011 年の

74.7％から 2015年の 70.8％に低下、一方、

自宅での死亡者の割合は、16.0％から

16.7%に増加していた。 
(2) 横浜市における 2015 年時点の“死亡者

数に占める死亡診断書発行割合”は、「病

院」89.5％に対し、「自宅」は 51.8％であっ

た。病院死亡の場合、ほぼすべての死亡

に対して死亡診断書が発行されているのに

対し、自宅死亡の約半数に対しては「死体

検案書」が発行されていた。 
 
 

2) 死亡場所の記載の妥当性検証 

(1) 死亡診断書に書かれていた死亡場所種

別が「病院」であった死亡者のうち、実際の

死亡場所が病院であった割合は 99.7%で

あり、ほぼ正確に死亡場所が記載されてい

た。死亡場所が診療所の場合も、同様に高

い一致率であった。 
(2) 死亡場所種別が「老健」であった死亡者の

うち、実際の死亡場所も老健であった者の

割合は 72%と低かった。実際の死亡場所を

みると、「有料老人ホーム」が 13.6%を占め

ていた。 
3. 人口動態統計データ分析 
1) 人口動態統計によると、1951 年段階では

自宅での死亡は 69 万件であり、死亡全体

の 82％を占めていた。しかしこの割合は病

院での死亡が増える中で低下を続けて

1974 年には 50％を割り、2015 年では 13％

へと低下していた。 
2) 死亡の場所が「自宅」の割合を見ると、1965

年では男性が 20-24 歳の 16％、女性は 25-29
歳の 26％で最も低く、高年齢になるほど上昇

し、男女とも 100 歳以上では 96％とほぼ全員

が自宅で死亡していた。しかし 1980 年代から

70 歳以下の割合は大きく低下し、2015 年で

は最高が男性は 25-29 歳の 30％、女性は

20-24 歳の 34％であり、そこから 80 歳代にか

けて低下し、そこから若干上昇するというパタ

ーンとなっていた。 
3) 死因別にみると、2015 年では自宅死亡 16 万

件のうち、循環器系の疾患が 6 万件、悪性新

生物が 4 万件のほか、「異常臨床所見」も 9 千

件あった。これは死亡の場所が「病院」「その

他」であった場合の「異常臨床所見」の件数よ

りも多かった。 
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D.考察および E.結論 
（Ⅰ.先行研究調査） 

 わが国の国民のおける「看取りの文化」を、

「患者の希望に沿った看取りを実現する」とい

った観点から、改めて再考することが必須と思

われる。 

死は生の延長に存在することから、患者や

家族の希望を十分に反映した形での医療介

入を行っていく必要があると考える。在宅療養

の場面において、緩和ケアや終末期ケアを適

切に実施すれば、最期は家族だけで迎えられ

る可能性が高いことを、医療従事者が再認識

するような啓発も根強く行っていく必要があると

考えた。 

 
（Ⅱ. 既存データ分析） 

1. 「在宅医療に関する地域別データ」の分析 
 全ての都市規模において、看取りを実施す

る診療所数が自宅死亡割合の促進要因として

示された。一方で、訪問診療や訪問看護につ

いてはほぼ全ての都市規模において有意な

結果とならなかった。 

訪問診療や訪問看護が在宅での療養生活

を支える重要なサービスであることは間違いな

いがそれだけでは不十分であり、住み慣れた

地域で最期まで生活を送るためには、看取り

までを地域で支えるための体制整備が重要で

あると考えられた。 

 一方で、全ての都市規模において、療養病

床数が自宅死亡割合の阻害要因として示され

た。この結果は、自宅での看取りが困難な状

況下において、本人、家族にとって療養病床

が有力な選択肢となっている状況を示唆する

ものであると思われた。 

 以上 2 点については、全ての都市規模につ

いて共通の結果となっていたが、医療・介護提

供体制が死亡場所に与える影響については、

都市規模によって異なる可能性も示唆された。

特に町村部においては、療養病床のみならず、

一般病床や介護施設についても自宅死亡割

合の阻害要因となっており、これらの地域にお

ける医療機関や介護施設の機能は都市部と

は異なる可能性が示唆された。 

 

2. 人口動態調査死亡小票分析 
1) 死亡者に占める死亡診断書割合の分析 
 公開データでも計算可能な、2011 年から

2015 年までの自宅死亡率の推移（16.0％→

16.7％）よりも、小票分析により推定可能な自

宅“看取り”率の推移（6.9％→8.6％）のほうが、

在宅医療提供体制の実態を確認する上で、意

味のあるデータであると思われた。 
死亡診断書を保健所にてデータ化する際、

死亡診断書か死体検案書かの区分情報を加

えることで、在宅看取りに関するより正確なデ

ータ入手と抽出作業の効率化が期待できると

考えた。 
2) 死亡場所の記載の妥当性検証 

 死亡場所を適切に選択してもらうためには、

死亡診断書ないし死体検案書を記入する医

師向けに、老健と有料老人ホームの違いを周

知するとともに、施設の正式名称を備考などに

記入してもらうなどを促す必要があると考えた。 
3. 人口動態統計データ分析 
 死亡へ至るプロセスを探る際、主に異状死

を扱う死体検案書と通常の死亡を扱う死亡診

断書との区分は重要であることから、これらを

識別できるような調査票の設計にすることが望

まれる。また、「どこで死亡するか」だけでなく、

それが本人の選択の結果であったのかは極め

て大きな問題であるため、同様に調査票の様

式改訂が望まれると考えた。 

 

F. 健康危険情報 
 なし 
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